
令和４年３月１６日に発生した地震により被災した建築物に係る建築確認申請手数料等の取扱い

について 

 

 令和４年３月１６日に発生した福島県沖の地震及びその余震（以下、「福島県沖地震」という。）

により被災した建築物で、半壊以上の被害を受けたもの（以下、「被災建築物」という。）に代わ

るものとして建築する建築物の確認申請手数料等（建築基準法の規定によるものに限る）につい

て、次のとおり免除する。 

 

１ 免除対象手数料 

（１）建築物、建築設備、工作物に関する確認申請手数料 

（２）建築物、建築設備、工作物に関する完了検査申請手数料 

（３）特定工程に係る建築物、昇降機に関する完了検査申請手数料 

（４）建築物、建築設備、工作物に関する中間検査申請手数料 

（５）建築物に関する許可、認定申請手数料 

 

２ 免除対象期間 

 福島県沖地震により被害を受けた日から起算して３年間 

 

３ 免除対象要件 

 次のいずれかに該当する場合で、免除対象期間内に申請するものを免除対象とする。ただし、

被災建築物のうち住宅以外の用途に供する部分にあっては、当該部分の床面積の１．５倍を限度

として免除対象とする。 

（１）被災建築物に代わる建築物の新築、増築、改築、移転、大規模の修繕又は大規模の模様替 

（２）被災建築物の増築、改築、移転、大規模の修繕又は大規模の模様替 

 

４ 免除を受けるために必要な添付書類 

 福島県沖地震に係る罹災証明書の写し 


